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平成 24 年度総務省所管予算(案)の概要 
 

 

 
平成 24 年度 予 定 額  17 兆 4,526 億円 

平成 23 年度 当初予算額  17 兆 7,216 億円 

   比 較 増 減 額         ▲ 2,690 億円 
(億円)

平 成 24 年 度
予　　 定 　　額

平 成 23 年 度
当 初 予 算 額

比 較 増 減 額 増 減 率

165,940 167,845 ▲ 1,905 ▲ 1.1

8,586 9,370 ▲ 784 ▲ 8.4

5,420 6,100 ▲ 680 ▲ 11.1

3,166 3,271 ▲ 105 ▲ 3.2

174,526 177,216 ▲ 2,690 ▲ 1.5
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

区　　　　　　　分

地方交付税等財源繰入れ

一 般 歳 出

恩 給 費

そ の 他

総務省所管合計

A B (A－B)  C (C／B) % 

 
 

 
 

平成 24 年度 予 定 額       5,736 億円 
(億円)

平 成 24 年 度
予　　 定 　　額

平 成 23 年 度
当 初 予 算 額

比 較 増 減 額 増 減 率

5,539 － 5,539 皆増

5,490 － 5,490 皆増

49 － 49 皆増

197 － 197 皆増

5,736 － 5,736 皆増
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

地 方 交 付 税

そ の 他

総務省関係費合計

区　　　　　　　分

総 務 省 所 管 計 上 額

復 興 庁 所 管 計 上 額

A B (A－B)  C (C／B) % 

 
 

● 組織別予定額 (億円)

平 成 24 年 度
予　　 定 　　額

平 成 23 年 度
当 初 予 算 額

比 較 増 減 額 増 減 率

174,122 ▲ 2,656 ▲ 1.5
(179,710) (2,932) (1.7)

149 173 ▲ 24 ▲ 13.9

126 ▲ 2 ▲ 1.8
(126) (▲2) (▲1.7)

5 5 ▲ 0 ▲ 2.6

124 ▲ 8 ▲ 6.0
(272) (140) (106.4)

174,526 ▲ 2,690 ▲ 1.5
(180,262) (3,046) (1.7)

128

区　　　　　　　分

管 区 行 政 評 価 局

総 務 本 省

総 合 通 信 局

176,778

132

177,216合　　　　　　　計

※　下段(  )書きは、「東日本大震災復興特別会計(仮称)」計上予定額(含む復興庁所管計上予定額)を加えたものである｡
※　計数はそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

公 害 等 調 整 委 員 会

消 防 庁

A B (A－B)  C (C／B) % 

 

一 般 会 計 

東日本大震災復興特別会計(仮称) ※総務省関係分
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主 要 事 項 

 
■国民生活・企業活動の安定充実                                     5,643.4 億円 

 
■郵政改革の推進                                                                     4.2 億円 

 
 ■行政組織等の減量・効率化、行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化                1.8 億円 
 ■「行政事業レビュー」との連携等による行政評価機能の充実                             7.2 億円 
 ■    1.3 億円 

 
 ■電子政府の推進                                                                   79.8 億円 
 ■電子自治体の推進                                                                   2.4 億円 

 
 ■緊急消防援助隊の機能強化                                                         73.9 億円 
 ■   22.1 億円 
 ■火災予防・危険物事故防止対策等の推進、救急救命体制の強化                          10.9 億円 

 
 ■ＩＣＴを活用した成長戦略の実現                                                  455.0 億円 
 ■ＩＣＴ分野における国際競争力の強化                                               59.0 億円 
 ■教育・医療・環境分野等におけるＩＣＴ利活用の推進                                 19.6 億円 
 ■ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備                                        234.9 億円 
 ■次世代をリードする研究開発の充実・強化                                          378.8 億円 

 
 ■地域主権改革の推進                                                           176,196.3 億円 
 ■地域力の創造                                                                      9.6 億円 
 ■社会保障・税一体改革の推進、社会保障・税に関わる番号制度の円滑な構築              29.8 億円 

 
 ■震災復興特別交付税の確保                                                       6,855.3 億円 
 ■東日本大震災等を踏まえたワンランク上の消防防災インフラの緊急整備                  215.0 億円 
 ■災害に強い通信インフラの構築                                                  20.2 億円 
 ■ＩＣＴを活用した新たなまちづくり等の推進                                          60.2 億円 

 
 ■政党交付金                                        320.1 億円 

Ⅰ．東日本大震災からの復興に向けて                7,150.8 億円 

Ⅱ．地域の自主性・自立性を高めるための改革の推進   176,235.8 億円 

Ⅵ．行革推進による効率的かつ満足度の高い行政の実現       10.3 億円 

Ⅷ．国民生活・企業活動の安定・充実          5,643.4 億円 

Ⅶ．郵政改革の推進                     4.2 億円 

Ⅴ．国民本位の電子行政の実現               82.2 億円 

Ⅳ．国民の命を守る消防防災行政の推進                  106.9 億円 

Ⅲ．ICT による日本再生の推進                          1,147.3 億円 

Ⅸ．その他の主要事項                  320.1 億円 
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                                       （単位：億円） 

                             24 年度予定額（23 年度当初予算額） 

 

 

 

(1) 震災復興特別交付税の確保             6,855.3 ( 新規 ) 

・震災復興特別交付税(地方団体への交付ベース)      6,855.3 ( 新規 ) 
東日本大震災の復旧･復興事業について、通常収支とは別枠で整理して所

要の事業費及び財源を確保し、復旧･復興事業の地方負担分及び地方税の

減収分等を全額措置 

 

(2) 東日本大震災等を踏まえたワンランク上の消防防災    215.0 ( 75.0) 

インフラの緊急整備 

・被災地の消防防災施設･設備の復旧を緊急に実施するために消防防災施設災

害復旧費補助金及び消防防災設備災害復旧費補助金を交付 

・地方公共団体の緊急消防援助隊設備(車両､資機材､消防救急デジタル無線

等)の整備を促進するため、緊急消防援助隊設備整備費補助金を交付 

・大規模災害への対応力を強化するため、国有財産等の無償使用制度(消防組

織法第 50 条)を活用して、必要な設備を整備 

 

(3) 災害に強い通信インフラの構築                        20.2 (  0.3) 

（ア）自治体クラウドの推進                       0.2 (  0.3) 

・自治体クラウドの全国展開を推進するため､自治体クラウドの情報セキュリ

ティ対策について調査研究を実施 
 

（イ）通信インフラの耐災害性の強化                             20.0 ( 新規 ) 

・災害時に確実な情報伝達を行うための基盤技術として、災害時に有効な衛

星通信ネットワーク技術、災害時に通信処理能力を緊急増強する技術につ

いて研究開発･評価を実施 

 

(4) ＩＣＴを活用した新たなまちづくり等の推進             60.2 ( 新規 ) 

（ア）ＩＣＴを活用した地域の創造的復興支援             51.1 ( 新規 ) 
・東日本大震災で被災した地方公共団体が抱える課題について､当該地方公共

団体がＩＣＴを活用して効率的・効果的に解決する取組(東北メディカル･

メガバンク､ＩＣＴを活用した地域活性化､防災情報連携基盤､超高速ブロ

ードバンド基盤整備)に対する支援 

・被害予測の精度向上、食の安全性確保等の防災･減災対策の重要性が改めて

見直されている中、ＩＣＴの利活用による情報流通連携を促進することに

よって、災害時においても生活の安全を確保するための取組を推進 
 

（イ）被災地域の情報通信基盤の復旧・復興支援            9.1 ( 新規 ) 

・東日本大震災により被災した地域の情報通信基盤の復旧事業を実施する地

方公共団体に対する支援 

 

 

Ⅰ．東日本大震災からの復興に向けて                    7,150.8 億円 
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(1) 地域主権改革の推進                      176,196.3 (177,988.1) 

（ア）地方自治制度の見直し                        0.2 (  0.2) 
・第３０次地方制度調査会等において、地方自治制度の見直しについて検討 

 

（イ）地方交付税の増額確保(地方団体への交付ベース)     174,545.4 (173,733.5) 

・地域主権改革に沿った財源の充実を図るため、地方交付税総額を前年度に

比して増額確保 
 

（ウ）地方特例交付金の所要額の確保               1,274.7 ( 3,876.5) 

・個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収額の一部を

補填するために必要な額 
 

（エ）市町村合併体制整備費補助                   40.6 (  42.4) 

・合併市町村が市町村建設計画に基づいて行う事業に対する補助 
 

（オ）基地交付金・調整交付金の所要額の確保            335.4 ( 335.4) 

・基地交付金                          267.4 ( 267.4) 

米軍が使用する施設並びに自衛隊が使用する飛行場、演習場等が所在す

る市町村に対して交付する基地交付金 

・調整交付金                         68.0 (  68.0) 

米軍の施設等が所在する市町村に対して、税財政上の影響を考慮して交

付する調整交付金 

(2) 地域力の創造                                        9.6 ( 12.2) 

（ア）地域資源の活用と域内循環により地域の自給力と創富力       2.8 (   6.2) 

を高める「緑の分権改革」の推進 
 

・ 「緑の分権改革」の取組の一層の推進と全国展開を図るため、条件不利地域に

おける課題解決に向けた実証調査やアドバイザーの派遣等を総合的に実施 
 

（イ）「域学連携」による地域づくり                               0.2 ( 新規 ) 

・地域と大学が連携した地域の課題解決や地域おこし活動について、大学の

単位取得につながるカリキュラムづくりを行い、地域の活性化及び地域の

人材育成を推進 
 

（ウ）「定住自立圏構想」及び過疎対策の推進                6.1 (   5.7) 
・地方圏の人口減少化に歯止めをかけ、改革を推進する受け皿を整備するた

め、｢定住自立圏構想｣及び改正過疎法を踏まえた過疎対策を推進 
 

（エ）多自然地域を後背地とする居住拠点都市の振興            0.3 ( 新規 ) 
・地域固有の資源を生かした雇用を創出している多自然地域を後背地に持ち、

そこに通勤する住民が居住し、後背地を支える都市機能を発揮している居

住拠点都市を中心とする生活経済圏域に対する振興策を検討 

 

 

 

 

Ⅱ．地域の自主性・自立性を高めるための改革の推進   176,235.8 億円
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（オ）自治体クラウドの推進【再掲】                        0.2 (   0.3） 

・自治体クラウドの全国展開を推進するため、自治体クラウドの情報セキュ

リティ対策について調査研究を実施 

 

 

(3) 社会保障･税一体改革の推進､                       29.8 (  1.6) 

社会保障･税に関わる番号制度の円滑な構築 
 

（ア）社会保障・税に関わる番号制度の円滑な構築                29.8 (   1.6) 

・｢社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会｣等における番号制度

の議論を踏まえ、住民基本台帳法等の関係法律の改正内容を検討 

・｢番号｣の付番、情報連携基盤、ＩＣカード及び公的個人認証サービス等に

係るシステム設計等について地方の理解を得た実効性のある仕組みとなる

よう検討 

・地方税分野での納税者の所得情報の的確かつ効率的な把握や社会保障分野

への所得情報等の提供など、地方公共団体の業務において番号制度の利用

が円滑になされるよう検討 
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(1) ＩＣＴを活用した成長戦略の実現                     455.0 ( 500.9) 

（ア）ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための環境整備      27.4（  33.2） 
・家庭､オフィス､公共施設等街全体に整備されたＩＣＴインフラを活用し、

安全･快適で環境に優しい街づくりを実現するＩＣＴシステムの開発･実証

等を実施 

・ＩＣＴ利活用推進の鍵となる高度なＩＣＴの人材育成の推進や、地域の要

請に基づく実務的･技術的ノウハウ等を有するＩＣＴ人材の派遣を実施し、

ＩＣＴを活用した新たな街づくりを促進 

・多様な働き方を実現するテレワークの本格的普及を図るため､セキュリティ

レベル･コスト･業務内容に応じたテレワークの導入手法等の普及啓発を実施 
 

（イ）電波を利用した新産業の創出                 122.3（ 115.1） 

・新たな周波数需要に的確に対応するため､周波数利用の効率化や高い周波数

への移行を可能とする技術の研究開発等を実施 
 

（ウ）地デジ受信環境の整備                     305.3（ 352.6） 

・地デジ完全移行後の空き周波数における新たな電波利用サービスを早期か

つ円滑に導入できるよう､東北３県も含めた全国での完全デジタル移行に伴

う一部周波数の変更作業､暫定衛星対策実施世帯に対する恒久対策等を実施 

(2) ＩＣＴ分野における国際競争力の強化             59.0 (  69.7) 

（ア）ＩＣＴ海外展開の推進                          40.2（  48.1） 

・我が国が強みを有するＩＣＴシステムの国際展開活動を加速するため、官

民一体の連携体制の下、相手国ニーズの調査、モデルシステムの構築･運営、

セミナーの開催等の実施を支援 
 

（イ）戦略的国際標準化の推進                      13.7（  16.4） 

・我が国の産業競争力を強化するため、我が国が優位性を有する先進的ＩＣ

Ｔについて、戦略的な国際標準化活動を推進 
 

（ウ）デジタルコンテンツの流通促進                    5.1（   5.2） 

・我が国のコンテンツの発信による経済活性化及びコンテンツ製作･流通環境

の整備によりデジタルコンテンツの流通を促進 

(3) 教育･医療･環境分野等におけるＩＣＴ利活用の推進      19.6 (  24.7) 

・教育分野におけるＩＣＴの効果的な利活用を促進するため、実証校におけ

る実践を行い、教育分野の情報化のためのガイドラインを取りまとめ、Ｉ

ＣＴによる教育改革(協働教育システムの実現)を推進  

・障害､年齢によるデジタル･ディバイドを解消するため､通信･放送分野にお

ける情報バリアフリーの推進に向けた助成を実施 

・ブロードバンド市場における環境変化や、東日本大震災で顕在化した｢情報

の横の連携の重要性｣を踏まえ､主体､分野･領域に閉じない情報流通・利活

用のための汎用性のある技術･運用ルール等が整った環境(情報流通連携基

盤)の実現に向けた取組を推進 

Ⅲ．ICT による日本再生の推進              1,147.3 億円
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(4) ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備       234.9 ( 251.2) 

（ア）超高速ブロードバンド基盤の整備の推進                     20.7（  25.7） 

・超高速ブロードバンドの利活用向上を念頭に置き、その基盤整備を実施す

る地方公共団体等に対し、事業費の一部を支援 
 

（イ）ワイヤレスブロードバンド実現に向けた電波利用環境の整備  205.6（ 206.9） 

・携帯電話などの増大する電波需要に対応するため、周波数移行・周波数共

用についての技術検討を実施 

・電波利用環境の保護を図るため、電波監視体制の充実･強化等を実施 
 

（ウ）安心・安全なネット環境の整備                 8.6（  18.6） 

・より精度の高い児童ポルノサイトブロッキング技術の実証実験、情報セキ

ュリティの高度化に関する調査研究、ＩＣＴリテラシー向上のための調査

研究等を推進 

 

(5) 次世代をリードする研究開発の充実・強化          378.8 ( 365.0) 

（ア）超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発の推進等   57.8（  36.1） 

・ＩＣＴ利活用の増進に伴うネットワーク全体の通信量及び消費電力の急激

な増大に対処し、研究開発成果が我が国の国際競争力向上につながるよう、

ネットワークのなお一層の光化を進め、超高速化と低消費電力化を同時に

実現する技術の研究開発等を実施 
 

（イ）新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・    297.2 ( 303.4) 

運用等(NICT 交付金) 

・セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネット

ワークの要素技術を統合した大規模な試験ネットワークを構築･運用し、シ

ステム技術等を確立 
 

（ウ）競争的資金の制度の強化                    23.7（  25.5） 

・独創性･新規性に富む研究開発を支援するための競争的資金である戦略的情

報通信研究開発推進制度(ＳＣＯＰＥ)について、先端的な成果をより実用

化につなげるための仕組みとして、新たに多段階方式を導入 
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(1) 緊急消防援助隊の機能強化               73.9 ( 76.4) 
 

・地方公共団体の緊急消防援助隊設備(車両、資機材、消防救急デジタル無線

等)の整備を促進するため、緊急消防援助隊設備整備費補助金を交付【再掲】 

・大規模災害への対応力を強化するため、国有財産等の無償使用制度(消防組

織法第 50 条)を活用して、必要な設備を整備【再掲】 

・大規模かつ長期間に及ぶ災害時における緊急消防援助隊の活動を支える拠

点の整備手法を検討 

 

(2) 通信基盤の整備、消防団や自主防災組織の充実強化等   22.1 ( 23.1) 

による地域における消防防災インフラの強化 
 

・地方公共団体の消防防災施設(耐震性貯水槽、消防指令センター等)の整備

を促進するため、消防防災施設整備費補助金を交付 

・東日本大震災の教訓を生かすため、消防団の大規模災害時の活動のあり方

の検討及び消防団の入団促進等を図るため、消防団員確保アドバイザーの

派遣や各種広報事業等の展開 

・自主防災組織等の充実強化のため、東日本大震災における活動事例集の作

成・配付、少年消防クラブの活性化に向けた検討・表彰等を実施 

・津波避難対策の充実・強化に向けて有識者等による検討を行い、津波対策

推進マニュアル検討報告書を改定 
 

(3) 火災予防・危険物事故防止対策等の推進、救急救命   10.9 ( 11.4) 

体制の強化 
 

・火災警報を高齢者･障がい者に的確に伝える設備の円滑な導入に向けて、公

共施設をモデルとして、光による警報装置を設置し、効果的な設置･維持管

理方法について検討 

・火災予防に係る規制体系の再構築と火災予防の実効性向上を図るため、火

災危険度に応じた規制基準のあり方等について検討 

・大規模地震発生時の石油コンビナートにおける従業員の避難のあり方等に

ついて検討 

・震災時における危険物の仮貯蔵･仮取扱いの安全確保のあり方について検討 

・救急出動件数及び搬送人員の増加、大規模災害における救急業務体制の構

築、消防と医療との連携・強化等の課題を含めた救急業務のあり方全般に

ついて研究･検討 
 

 

Ⅳ．国民の命を守る消防防災行政の推進                    106.9 億円
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(1) 電子政府の推進                     79.8 ( 72.6) 

・政府共通プラットフォームの構築をはじめとする政府情報システムの刷新･

分散拠点整備 

・国民ニーズ・費用対効果を踏まえた行政手続のオンライン利用及び情報提

供の推進 

 

(2) 電子自治体の推進                                      2.4 (  2.5) 

（ア）自治体クラウドの推進【再掲】                                 0.2 (  0.3) 

・自治体クラウドの全国展開を推進するため、自治体クラウドの情報セキュ

リティ対策について調査研究を実施 
 

（イ）国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現するための         2.2 (  2.2) 

基盤の充実 

・住基ネット･住基カードの利活用促進､コンビニ交付の普及拡大【再掲】 

・自動車登録のワンストップサービスの推進、電子投票の実施の促進 

 

 

 

 

 

(1) 行政組織等の減量･効率化、行政の透明化･国民の      1.8 (  1.9) 

権利利益の救済の強化 

・国の行政機関の定員の見直しと行政のスリム化を推進 

・独立行政法人の改革 

・情報公開法､行政不服審査法の見直しによる透明･公正･適正な行政運営の確保 

 

(2) ｢行政事業レビュー｣との連携等による行政評価機能    7.2 (  6.5) 

の充実 

・「行政評価局調査機能」の発揮による聖域なき行政運営の見直し 

・政策評価の透明化・重点化の一層の推進 

・国民の声･ニーズの把握を重視し、行政の制度･運営の改善につなげる行政

相談活動の展開(特に、東日本大震災後の状況を踏まえた特別行政相談活動等) 

 

(3) 人事評価の的確な実施などの人事管理の徹底、公務      1.3 (  1.6)  

員の活力の確保による効率的で質の高い行政の実現 

・人事評価制度による能力・実績に基づく新たな人事管理の推進 

・適正な退職管理の推進 

・新たな労使関係制度に向けた取組 

・ワーク･ライフ･バランスの推進を図ることによる公務能率の向上 
 

Ⅴ．国民本位の電子行政の実現                            82.2 億円 

Ⅵ．行革推進による効率的かつ満足度の高い行政の実現       10.3 億円 
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 日本郵政グループの事業計画等の認可を通じた         4.2 (  4.1) 

適切な監督業務の実施 

  

  

  

  

  
   

(1) 受給者の生活を支える恩給の支給          5,437.3 ( 6,118.5) 

 

(2) 年金業務に対する国民の信頼回復             72.6 (   97.5) 

 

(3) ｢就業構造基本調査｣の円滑な実施など｢公的         133.5 (  169.0) 

   統計の整備に関する基本的な計画｣の推進 

 

 

 

 
 

 

政党交付金                           320.1 (319.4) 

｢政党助成法｣に基づき法人である政党に対して交付する政党交付金 

 

Ⅶ．郵政改革の推進                                       4.2 億円 

Ⅷ．国民生活・企業活動の安定・充実                    5,643.4 億円 

Ⅸ．その他の主要事項                                   320.1 億円 



【参考１】

(単位：億円)

平成24年度
予　 定　 額

1 89.4
① ICT分野のエネルギー効率向上のための研究開発 44.0

・超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発 42.0

・電磁波エネルギー回収技術の研究開発 2.0

② ＩＣＴによる情報収集及び伝達手段の高度化のための研究開発 18.0
・「モノのインターネット」時代の通信規格実証事業 8.5

・小型航空機搭載用高分解能合成開口レーダーの研究開発 9.5

③ ＩＣＴを活用した新たな街づくりの実現のための環境整備 27.4

2 新たな地域課題に対応した地域づくり 20.5
① 「域学連携」地域づくり実証研究事業 0.2
② 特定課題に対応した地域づくりの推進 20.3

・多自然地域を後背地とする居住拠点都市の振興に関する調査研究 0.3

・市町村合併体制整備費補助金 20.0

3 国民本位の電子行政の実現 0.6
・ 自動車保有関係手続に係るワンストップサービスシステムの実証実験 0.6

4 国民の命を守る消防防災行政の推進 21.7
① 緊急消防援助隊の設備の充実強化 (無償使用制度の活用) 19.2
② 高齢者や障がい者に適した火災警報装置の調査検討 2.5

132.2

「日本再生重点化措置」要望 予定額

施　　　　　策　　　　　内　　　　　容

合　　　　　　　　　　計

経済成長に資する情報通信技術の研究開発・利活
用促進

新たなフロンティア及び新成長戦略

地域活性化

安心・安全社会の実現
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【参考２】

(単位：億円)

総務省所管 復興庁所管

1 5,490.3 5,490.3 －

2 政府情報システム分散拠点整備 8.3 8.3 －

3 市町村合併体制整備費補助金 8.6 8.6 －

4 被災地域情報化推進事業 45.1 － 45.1

5 情報通信基盤災害復旧事業費補助金 9.1 － 9.1

6 災害時の情報伝達基盤技術に関する研究開発 20.0 20.0 －

7 情報流通連携による災害時生活安全確保事業 6.0 6.0 －

8 消防防災施設災害復旧費補助金 95.0 － 95.0

9 消防防災設備災害復旧費補助金 48.2 － 48.2

10 緊急消防援助隊の設備の充実強化 (無償使用制度の活用) 3.7 3.7 －

11 緊急消防援助隊活動拠点施設に係る調査・検討 0.2 0.2 －

12 震災・津波を踏まえた消防防災科学技術の研究 等 1.0 1.0 －

13 1.0 1.0 －

5,736.4 5,539.0 197.4

計上所管の区分

「東日本大震災復興特別会計(仮称)」　計上予定額

それぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

合　　　　　　　　　　計

被災地における公的統計の復旧・整備事業 等

震災復興特別交付税

施　　　　　策　　　　　内　　　　　容
平成24年度
予　 定　 額

情報通信関係

消防防災関係

そ の 他
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地方交付税

地域活性化関係

電子政府関係


